
当

ト

単位：千円
２６年度

係

２７年度 ２８年度 ２９

減

年度 ２８年度

（決算）

量

（決算） （決算） （予

・

算） 事業費内訳

事業費

収

　① 0 0 2,862 3

集

,231 合計 2,86

係

2,000 円
委託料

4

2,862,000 

2

円

財
　
源

特定財源 0 0

1

0 0

一般財源 0 0 2,862 3,231

職員人件費　② 0 0 2,345 2,276

総事業費（①＋②） 0 0 5,207 5,507

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 循環型社会・環

成

境保全
施策体系

施策の

２

内容 循環型社会・環境

８

保全意識の高揚

目
　
　

年

　
的

　国の指針で示さ

度

れた計画の改訂時期を

評

迎え､

主
た
る
内
容

　刈

価

谷市一般廃棄物処理基

）

本計画の見直しを
国の

刈

各種計画及び環境基本

谷

計画の改定等に対 行い

市

、適正な処理を行うた

事

めの計画を策定す
応し

務

た計画を策定すること

事

で、環境に対する る。

業

市民意識の向上を図る

評

。

位
置
づ
け

関連計画

根

価

拠法令

対象者 事業期間

シ

平成２８年度 ～ 平成２

ー

９年度

実施方法 □直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２６年度実績 ２

産

７年度実績 ２８年度実

業

績 ２９年度計画

　 　 ご

環

み減量推進会議を2回

境

開催し前年での取りま

部

とめ内容を踏
　 　 現状

一

の分析・取りまとめを

般

行 まえ、数値目標及び

会

各種施策
　 　 い、一般

計

廃棄物処理に関する の

一

設定を行い、パブリッ

般

クコ
　 　 課題の抽出を

廃

行った。 メントを実施

棄

し、計画を策定
　　　

物

――――――― 　　　

処

――――――― する。

理

現状の分析・取りまと

基

め、一般廃棄物処理に

本

関する課題の抽出を行

計

った。

成果

ごみ減量・

画

リサイクル施策に新た

策

な提案、実態に合った

定

目標値の設定。

課題

指

事

標名称（単位）
実績値

業

目標値

２６年度 ２７年

担

度 ２８年度 ２９年度 ３

当

１年度

活動 計画策定の

課

進捗率（％） ― ― 50

ご

.0 100.0
指標

指

み

標

他市との
比較検証

減量推進課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　



係 減量・収集係

4 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価

平

の理由

　廃棄物の処理

成

及び清掃に関する法律

２

第６条第１項にて、
・

９

法的業務
高い

市町村は

年

、当該市町村の区域内

度

の一般廃棄物の処理に

（

関す
必要性 ・市民ニー

平

ズ、社会需要 る計画（

成

以下「一般廃棄物処理

２

計画」という。）を定

８

めな
・市民生活上必要

年

である　など ければな

度

らない、と規定されて

評

おり、前計画の策定か

価

ら６
年が経過し、計画

）

の見直しが必要になっ

刈

た為。 
　適切に業者

谷

委託を活用することに

市

より、効率的な事業運

事

・コストの節減、費用

務

対効果
高い

営に努めて

事

いる。
効率性 ・執行体

業

制の効率性
・手段の最

評

適性　など

　廃棄物の

価

処理及び清掃に関する

シ

法律第６条第１項にて

ー

、
・市が主体となって

ト

実施する
高い

市町村に

（

策定義務が規定されて

様

おり、総合計画と整合

式

性を
妥当性 　べき事業

２

であるか 図りながら、

）

市内の一般廃棄物の収

会

集・運搬・処理に関し

計

・総合計画との整合性

名

　など て計画するもの

担

である。

　刈谷市の一

当

般廃棄物処理基本計画

部

を策定することで、今

産

施策への ・施策への貢

業

献度
高い

後の一般廃棄

環

物の収集・運搬・処理

境

の方向性及び施策を明

部

・目標達成度 らかにす

一

るものである。
貢献度

般

・市民サービスへの効

会

果　など

今後の方向性

計

□拡充　■現状維持　

一

□改善・効率化　□縮

般

小　□終期設定　□休

廃

止・廃止

棄物処

Ｃ

理

 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 

基

　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価
　

本

∨

計画策定事業
担当課 ごみ減量推進課

款 項 目 担当



資

立市）は平成２９年度

源

に策定予定である。
他

・

市との
比較検証

管理係

4 2 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,998 0 合計 1,998,000 円
委託料 1,998,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 1,998 0

職員人件費　② 0 0 1,563 0

総事業費（①＋②） 0 0 3,561 0

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 循環型社会・環境保

成

全
施策体系

施策の内容

２

ごみ・し尿の適正な処

８

理

目
　
　
　
的

　国が策

年

定した「災害廃棄物対

度

策指針」に基

主
た
る
内

評

容

　刈谷市災害廃棄物

価

処理計画の見直しを行

）

い､
づき、刈谷市地域

刈

防災計画を補完するた

谷

めに 大量に発生する災

市

害廃棄物を適正かつ迅

事

速に
想定される災害等

務

に対する事前の体制整

事

備や 処理を行うための

業

計画を策定する。
市民

評

・事業者・行政の連携

価

による災害廃棄物
の円

シ

滑な処理を目指す計画

ー

を策定することで､
災

ト

害からの早期の復旧・

（

復興に寄与する。

位
置

様

づ
け

関連計画

根拠法令

式

対象者 市職員 事業期間

１

平成２９年度 ～ 平成２

）

９年度

実施方法 □直営

会

　■委託　□指定管理

計

　□補助・助成　□そ

名

の他

担当部 産業環境部

Ｂ
　
事
　
業
　

一

実
　
績

２６年度実績 ２

般

７年度実績 ２８年度実

会

績 ２９年度計画

　 　 刈

計

谷市災害廃棄物処理計

災

画を 　
　 　 策定した。

害

　
　 　 　
　 　 　
　　　

廃

――――――― 　　　

棄

――――――― 　　　

物

―――――――

平成2

処

6年3月に環境省が策

理

定した「災害廃棄物対

計

策指針」に基づき見直

画

しをすることができ、

策

「刈谷市地域防災計画

定

」や

成果
「愛知県災害

事

廃棄物処理計画」と整

業

合がとれた内容にする

担

ことができた。

被害想

当

定の予測が十分にでき

課

なかったことや、「愛

ご

知県災害廃棄物処理計

み

画」が策定される前に

減

本計画の策定に取り掛

量

か

ったため、その内容

推

を反映できなかったと

進

ころもあった。
課題

指

課

標名称（単位）
実績値

款

目標値

２６年度 ２７年

項

度 ２８年度 ２９年度 ３

目

１年度

活動 計画策定の

担

進捗率（％） ― 100

当

.0 ―
指標

指標
近隣市

係

（安城市、碧南市、知



源・管理係

4 2 1

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理

平

由

　この地域で想定さ

成

れている南海トラフ地

２

震が発生した場
・法的

９

業務
高い

合、膨大な量

年

が発生する災害廃棄物

度

を適正かつ迅速に処理

（

必要性 ・市民ニーズ、

平

社会需要 するために必

成

要な事項を定め、市民

２

生活を守り、地域の早

８

・市民生活上必要であ

年

る　など 期復旧・復興

度

に寄与するために必要

評

な計画である。

　専門

価

的な知識を持つ業者を

）

活用することで効率的

刈

な事業
・コストの節減

谷

、費用対効果
高い

運営

市

を行った。
効率性 ・執

事

行体制の効率性
・手段

務

の最適性　など

　南海

事

トラフ地震等の発生に

業

より、想定される大量

評

の災害
・市が主体とな

価

って実施する
高い

廃棄

シ

物に対し、適正かつ迅

ー

速に処理をするために

ト

必要な計
妥当性 　べき

（

事業であるか 画であり

様

、刈谷市地域防災計画

式

を補完するものである

２

。
・総合計画との整合

）

性　など

　災害廃棄物

会

を迅速に処理すること

計

で、復旧・復興が早期

名

施策への ・施策への貢

担

献度
高い

に行われ、正

当

常な市民生活を取り戻

部

すことができる。
・目

産

標達成度
貢献度 ・市民

業

サービスへの効果　な

環

ど

今後の方向性 □拡充

境

　□現状維持　□改善

部

・効率化　□縮小　□

一

終期設定　□休止・廃

般

止

平成29年3月に事

会

業完了。新たな情報や

計

知見により計画の訂正

災

等を適宜行う必要があ

害

る。

廃棄物

Ｃ
 
　

処

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

理

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

計画策定事業
担当課 ごみ減量推進課

款 項 目 担当係 資



源

2,912円
　補助金

・

額　　　2,257,

管

774円　補助金額　

理

　　2,269,56

係

8円　補助金額　　　

4

2,270,993円

2

かりや消費者生活学校

2

と協働しリサイクルショップやマザーズ工房を通して、ごみの減量化、リサイクルの促進ができた

成果
。

開催場所の移転により展示スペースが狭くなり、入場者数、出品点数が減少傾向にある。展示・販売方法に工夫が必要で

ある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

成果 リサイクルショップ入場者数（人） 10,690 9,162 8,622 9,500 10,000
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,556 4,382 4,357 3,843 合計 4,356,776 円
需用費 49,351 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 33,482 円
委託料 726,570 円

一般財源 4,556 4,382 4,357 3,843 使用料及び賃借料
1,276,380 円

職員人件費　② 704 783 760 837 負担金、補助及び
交付金 2,270,993 円

総事業費（①＋②） 5,260 5,165 5,117 4,680

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の

Ｄ

事業費見込 0

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

９

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

みの減量化

目
　
　
　
的

８

ごみの減量及びリサイ

年

クルの推進並びにリサ

度

主
た
る
内
容

　かりや消

評

費者生活学校のリサイ

価

クルショッ
イクル意識

）

の啓蒙。 プ等運営及び

刈

マザーズ工房運営に対

谷

し補助金
を交付。

位
置

市

づ
け

関連計画

根拠法令

事

対象者 かりや消費者生

務

活学校 事業期間 平成１

事

０年度 ～

実施方法 □直

業

営　□委託　□指定管

評

理　■補助・助成　□

価

その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２６年度実績

計

２７年度実績 ２８年度

名

実績 ２９年度計画

・リ

担

サイクルショップ ・リ

当

サイクルショップ ・リ

部

サイクルショップ ・リ

産

サイクルショップ
　入

業

場者数　　　10,6

環

90人 　入場者数　　

境

　 9,162人 　入

部

場者数　　　 8,6

一

22人 　入場者数　　

般

　   9,500人

会

　出品点数　　　32

計

,192点 　出品点数

リ

　　　31,076点

サ

　出品点数　　　30

イ

,946点 　補助金額

ク

　　 2,279,2

ル

55円
　販売点数　　

プ

　17,237点 　販

ラ

売点数　　　16,0

ザ

37点 　販売点数　　

運

　15,836点
　販

営

売金額　　　2,80

事

6,720円　販売金

業

額　　　2,725,

担

190円　販売金額　

当

　　2,593,98

課

0円
・マザーズ工房 ・

ご

マザーズ工房 ・マザー

み

ズ工房
　布類回収量　

減

  438.5kg 　

量

布類回収量　  51

推

5.5kg 　布類回収

進

量　  529kg
　

課

傘修理数　　　99本

款

　傘修理数 　   

項

191本 　傘修理数 

目

　   120本
　売

担

上金額　　　219,

当

871円 　売上金額　

係

　　113,581円

資

　売上金額　　　11



源

89 1,156,52

・

8 1,418,719

管

職員人件費　② 352

理

392 380 380

総

係

事業費（①＋②） 1,

4

076,825 1,1

2

33,881 1,15

2

6,908 1,419,099

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

９

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

８

目
　
　
　
的

市内で発生

年

したごみを処理する役

度

を担う刈谷

主
た
る
内
容

評

　刈谷知立環境組合の

価

運営に資する事業費を

）

知立環境組合を運営す

刈

ることにより、ごみの

谷

知立市と分担する。
適

市

正処理を図る。

位
置
づ

事

け

関連計画  

根拠法令

務

 

対象者 刈谷知立環境

事

組合 事業期間 昭和４１

業

年度 ～

実施方法 □直営

評

　□委託　□指定管理

価

　□補助・助成　■そ

シ

の他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

２６年度実績 ２

名

７年度実績 ２８年度実

担

績 ２９年度計画

・分担

当

金（刈谷市） ・分担金

部

（刈谷市） ・分担金（

産

刈谷市） ・分担金（刈

業

谷市）
　1,076,

環

473千円 　1,13

境

3,489千円 　1,

部

156,528千円 　

一

1,418,719千

般

円

分担金を適正に支出

会

した。

成果

 

課題

指標

計

名称（単位）
実績値 目

刈

標値

２６年度 ２７年度

谷

２８年度 ２９年度 ３１

知

年度

 
指標

 
指標

 
他

立

市との
比較検証

環境組合分担事業

Ｃ
　

担

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

当

位：千円
２６年度 ２７

課

年度 ２８年度 ２９年度

ご

２８年度

（決算） （決

み

算） （決算） （予算）

減

事業費内訳

事業費　①

量

1,076,473 1

推

,133,489 1,

進

156,528 1,4

課

18,719 合計 1,

款

156,528,00

項

0 円
負担金、補助及

目

び

財
　
源

特定財源 0 0

担

0 0 交付金 1,156

当

,528,000 円

係

一般財源 1,076,

資

473 1,133,4



減

値（60件）に達しな

量

かった。今後ともに不

・

法投棄防止の為の啓発

収

は継続しなければなら

集

ない。
課題

指標名称（

係

単位）
実績値 目標値

２

4

６年度 ２７年度 ２８年

2

度 ２９年度 ３１年度

成

1

果 ごみ散乱・不法投棄に関する苦情件数（件） 65 79 88 70 60
指標

 
指標

安城市、高浜市、知立市などにおいても、ごみ散乱防止や環境美化の推進を役割とした委嘱を行っている。
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 427 271 241 457 合計 241,344 円
報償費 115,200 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 126,144 円

一般財源 427 271 241 457

職員人件費　② 1,408 1,567 1,172 1,138

総事業費（①＋②） 1,835 1,838 1,413 1,595

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 循環型社会・環境保

成

全
施策体系

施策の内容

２

ごみ・し尿の適正な処

８

理

目
　
　
　
的

ごみの散

年

乱防止及び減量の啓発

度

を図る。

主
た
る
内
容

○

評

ごみ散乱防止推進員に

価

よる啓発指導
○530

）

運動をはじめとする清

刈

掃活動の推進
○ごみ減

谷

量化推進会議の開催

位

市

置
づ
け

関連計画 ごみ散

事

乱防止実施計画

根拠法

務

令 刈谷市空き缶等ごみ

事

散乱防止条例

対象者 市

業

民 事業期間 平成８年度

評

～

実施方法 ■直営　□

価

委託　□指定管理　□

シ

補助・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

名

績

２６年度実績 ２７年

担

度実績 ２８年度実績 ２

当

９年度計画

・ごみ散乱

部

防止推進員を35人 ・

産

ごみ散乱防止推進員を

業

35人 ・ごみ散乱防止

環

推進員を34人 ・ごみ

境

散乱防止推進員を35

部

人
　委嘱（うち19人

一

が新任）　 　委嘱（う

般

ち17人が新任）　 　

会

委嘱（うち17人が新

計

任）　 　委嘱（うち1

ご

3人が新任）　
　　　

み

　　　　　　　　　 　

散

　　　　　　　　　　

乱

　　 　　　　　　　　

防

　　　　　 　　　　　

止

　　　　　　　　
・ご

・

み散乱防止推進員会議

減

・ ・ごみ散乱防止推進

量

員会議・ ・ごみ散乱防

推

止推進員会議・ ・ごみ

進

散乱防止推進員会議・

事

　研修会の開催　年2

業

回 　研修会の開催　年

担

2回 　研修会の開催　

当

年2回 　研修会の開催

課

　年2回

ごみ散乱防止

ご

推進員が地域と行政と

み

のパイプ役となりなが

減

ら、各地区における啓

量

発指導や清掃活動及び

推

不法投棄防止に積

成果

進

極的に取り組み環境美

課

化の推進が図られてい

款

る。

啓発看板等の設置

項

やごみ散乱防止のパト

目

ロールを定期に実施し

担

ているが、指標である

当

ごみ散乱・不法投棄に

係

関する苦情件

数の目標



当

２９年度 ２８年度

（決

係

算） （決算） （決算）

減

（予算） 事業費内訳

事

量

業費　① 41 52 13

・

0 140 合計 130,

収

250 円
需用費 99

集

,360 円

財
　
源

特

係

定財源 0 0 0 0 役務費

4

30,890 円

一般

2

財源 41 52 130 1

1

40

職員人件費　② 704 783 1,141 1,141

総事業費（①＋②） 745 835 1,271 1,281

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 都市環境

基

平

本施策 循環型社会・環

成

境保全
施策体系

施策の

２

内容 ごみ・し尿の適正

８

な処理

目
　
　
　
的

監視

年

カメラを設置し、不法

度

投棄等の抑止を図

主
た

評

る
内
容

　監視カメラ等

価

の設置及び維持管理
る

）

。

位
置
づ
け

関連計画  

刈

根拠法令 不法投棄等監

谷

視カメラ設置要領

対象

市

者 地区 事業期間 平成１

事

８年度 ～

実施方法 ■直

務

営　□委託　□指定管

事

理　□補助・助成　□

業

その他

評価シート （様式

Ｂ
　
事
　
業

１

　
実
　
績

２６年度実績

）

２７年度実績 ２８年度

会

実績 ２９年度計画

・継

計

続設置　4箇所 ・継続

名

設置　1箇所 ・継続設

担

置　2箇所 ・改善撤去

当

　5箇所
・新規設置　

部

3箇所 ・新規設置　9

産

箇所 ・新規設置　2箇

業

所
・改善撤去　6箇所

環

　　 ・改善撤去　6箇

境

所　　 ・改善撤去　4

部

箇所

不法投棄及びごみ

一

等の排出ルール違反が

般

常態化している場所に

会

、監視カメラを設置し

計

不法投棄等の抑止が図

不

られた。

成果

地区やご

法

み散乱防止推進員等と

投

の連携を密にし、また

棄

状況により捜査機関と

防

の連携も含め不法投棄

止

等の防止活動の一層の

監

推進が求められる。
課

視

題

指標名称（単位）
実

カ

績値 目標値

２６年度 ２

メ

７年度 ２８年度 ２９年

ラ

度 ３１年度

成果 監視カ

管

メラ設置による不法投

理

棄等改善撤去箇所数　

事

6 6 4 5 5
指標 （箇所

業

）
 

指標
安城市におい

担

ても不法投棄監視カメ

当

ラの貸出設置を行って

課

いる。
他市との
比較検

ご

証

み減量推進課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

目

ス
　
ト

単位：千円
２６

担

年度 ２７年度 ２８年度



・

度 ２８年度 ２９年度 ２

収

８年度

（決算） （決算

集

） （決算） （予算） 事

係

業費内訳

事業費　① 7

4

36 1,087 970

2

1,164 合計 969

2

,526 円
委託料 841,363 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 使用料及び賃借料 128,163 円

一般財源 736 1,087 970 1,164

職員人件費　② 352 783 1,172 1,138

総事業費（①＋②） 1,088 1,870 2,142 2,302

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

９

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

２

・し尿の適正な処理

目

８

　
　
　
的

ごみステーシ

年

ョン等管理システム及

度

びごみ・

主
た
る
内
容

　

評

システムの保守管理
し

価

尿処理手数料システム

）

を活用し、関係事務
を

刈

適正かつ効率的に執行

谷

する。

位
置
づ
け

関連計

市

画  

根拠法令 刈谷市廃

事

棄物の減量及び適正処

務

理に関する条例

対象者

事

対象者を限定せず 事業

業

期間 平成１９年度 ～

実

評

施方法 □直営　■委託

価

　□指定管理　□補助

シ

・助成　□その他

ート （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

名

６年度実績 ２７年度実

担

績 ２８年度実績 ２９年

当

度計画

・データ更新、

部

システム保守 ・データ

産

更新、システム保守 ・

業

データ更新、システム

環

保守 ・データ更新、シ

境

ステム保守
　管理 　管

部

理 　管理 　管理

システ

一

ムの導入により、ごみ

般

ステーションの設置状

会

況や移設経緯などの情

計

報の共有管理及び有効

廃

活用が図られていると

棄

と

成果
もに、ごみ・し

物

尿処理手数料の徴収事

シ

務を適正かつ円滑に行

ス

うことができている。

テ

 

課題

指標名称（単位

ム

）
実績値 目標値

２６年

管

度 ２７年度 ２８年度 ２

理

９年度 ３１年度

活動 デ

事

ータ更新、システム保

業

守管理の実施（回）　

担

　　 1 1 1 1 1
指標 　

当

　　　　
成果 ごみ・し

課

尿処理手数料の徴収事

ご

務の適正かつ円滑な 1

み

1 1 1 1
指標 実施（回

減

）
本市独自のシステム

量

を導入している。
他市

推

との
比較検証

進課

款 項 目 担当係

Ｃ
　
事

減

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

量

：千円
２６年度 ２７年



係

属類・・月2回
・空き

4

缶・金属類・   2

2

42ｔ ・アルミ缶・・

2

・・    87ｔ ・空き缶・金属類・   221ｔ ・アルミ缶・・・・・月1～2
・アルミ缶・・・・    84ｔ ・アルミ缶・・・・    84ｔ 　回

ごみの収集量の抑制については、全体的に微減が図られた。

成果

ごみの発生抑制及び適正な分別排出の一層の促進が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

成果 ごみ処理量（ｔ） 51,354 51,429 51,300 51,300 51,100
指標

 
指標

処理しなければならないごみの1人1日当たりの排出量（26年度876ｇ⇒27年度877ｇ）は県平均（26年度760
他市との ｇ⇒27年度761ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 344,759 346,739 362,868 379,434 合計 362,868,174 円
賃金 26,288,900 円

財
　
源

特定財源 7,964 8,420 6,521 5,441 報償費 4,716,200 円
需用費 22,202,882

Ｄ

 円

一般財源 336,

　

795 338,319

　

356,347 373

　

,993 役務費 1,0

Ｏ

69,680 円
委託

　

料 308,353,4

　

12 円

職員人件費　

∧

② 85,882 95,

　

580 98,862 1

　

02,048 使用料及

実

び賃借料 1,200 

　

円
公課費 235,90

　

0 円

総事業費（①＋

施

②） 430,641 4

　

42,319 461,

　

730 481,482

∨

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 ごみ処理手数料
粗大ごみ処理手数料

３０年度以降の事業費見込 0 自動車事故共済保険金収入
広告料収入

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

９

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

８

的

可燃ごみ等を分別収

年

集し、ごみの減量やリ

度

サ

主
た
る
内
容

○ごみの

評

適正な分別排出の周知

価

啓発
イクルの推進を図

）

る。 ○可燃ごみ、不燃

刈

ごみ、空き缶・金属類

谷

及び
　アルミ缶の分別

市

収集

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市一般廃棄物処理

務

基本計画

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

業

する法律、刈谷市廃棄

評

物の減量及び適正に関

価

する条例

対象者 市民及

シ

び事業者 事業期間 昭和

ー

４１年度 ～

実施方法 ■

ト

直営　■委託　□指定

（

管理　□補助・助成　

様

□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　

部

業
　
実
　
績

２６年度実

産

績 ２７年度実績 ２８年

業

度実績 ２９年度計画

・

環

ごみ分別収集協力報償

境

金を ・ごみ分別収集協

部

力報償金を ・ごみ分別

一

収集協力報償金を ・ご

般

み分別収集協力報償金

会

を
　全地区に交付 　全

計

地区に交付 　全地区に

ご

交付 　全地区に交付
・

み

クリーンカレンダー、

収

ごみ ・クリーンカレン

集

ダーの作　 ・クリーン

業

カレンダー、ごみ ・ク

務

リーンカレンダーの作

事

　
　の分け方・出し方

業

ガイド　 　成・全戸配

担

布 　の分け方・出し方

当

ガイド　 　成・全戸配

課

布
　ブックの作成・全

ご

戸配布 ＜収集量＞ 　ブ

み

ックの作成・全戸配布

減

＜収集頻度＞
＜収集量

量

＞ ・可燃ごみ・・・・

推

26,411ｔ ＜収集

進

量＞ ・可燃ごみ・・・

課

・・週2回
・可燃ごみ

款

・・・・26,427

項

ｔ ・不燃ごみ・・・・

目

   788ｔ ・可燃

担

ごみ・・・・26,0

当

44ｔ ・不燃ごみ・・

係

・・・月1回
・不燃ご

減

み・・・・   78

量

9ｔ ・空き缶・金属類

・

・   238ｔ ・不

収

燃ごみ・・・・   

集

740ｔ ・空き缶・金



・

人1日当たりの排出量

収

（26年度880ｇ⇒

集

27年度877ｇ）は

係

県平均（26年度76

4

0
他市との ｇ⇒27年

2

度761ｇ）を上回っ

2

ており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 38,410 39,096 40,128 40,797 合計 40,127,731 円
委託料 40,127,731 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 38,410 39,096 40,128 40,797

職員人件費　② 1,408 1,567 1,563 1,517

総事業費（①＋②） 39,818 40,663 41,691 42,314

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　

９

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 都市環境

基本施策 循

平

環型社会・環境保全
施

成

策体系
施策の内容 ごみ

２

・し尿の適正な処理

目

８

　
　
　
的

空きビンを分

年

別収集処理し、ごみの

度

減量やリ

主
た
る
内
容

　

評

空きビンの収集運搬及

価

び中間処理
サイクルの

）

推進を図る。

位
置
づ
け

刈

関連計画 刈谷市一般廃

谷

棄物処理基本計画

根拠

市

法令 廃棄物の処理及び

事

清掃に関する法律

対象

務

者 市民 事業期間 昭和５

事

７年度 ～

実施方法 □直

業

営　■委託　□指定管

評

理　□補助・助成　□

価

その他

シート （様式１）

Ｂ
　
事
　
業

会

　
実
　
績

２６年度実績

計

２７年度実績 ２８年度

名

実績 ２９年度計画

・月

担

2回収集 ・月2回収集

当

・月2回収集 ・月2回

部

収集
　　　　　　　　

産

　　　　 　　　　　　

業

　　　　　　 　　　　

環

　　　　　　　　 　　

境

　　　　　　　　　　

部

・収集量　675ｔ ・

一

収集量　663ｔ ・収

般

集量　638ｔ ・収集

会

量　660ｔ
    

計

・処理量　771ｔ（

ガ

資源回収所・処理量　

ラ

772ｔ（資源回収所

ス

・処理量　746ｔ（

ビ

資源回収所・処理量　

ン

760ｔ（資源回収所

収

　直接搬入97ｔを含

集

む） 　直接搬入108

処

ｔを含む） 　直接搬入

理

107ｔを含む） 　直

事

接搬入100ｔを含む

業

）

ごみの発生抑制やガ

担

ラスビンのリサイクル

当

を推進し、不燃物埋立

課

場の埋立てへの減容を

ご

図っている。

成果

地域

み

や集合住宅管理者等と

減

連携を図り、ごみの適

量

正な分別排出の一層の

推

促進が求められる。

課

進

題

指標名称（単位）
実

課

績値 目標値

２６年度 ２

款

７年度 ２８年度 ２９年

項

度 ３１年度

活動 収集量

目

（ｔ） 675 663 6

担

38 638 625
指標

当

成果 処理量（ｔ） 77

係

1 772 746 746

減

725
指標

処理しなけ

量

ればならないごみの1



量

ｔ） 264 273 26

・

8 268 251
指標
成

収

果 処理量（ｔ） 29

集

8 311 309 309

係

285
指標

処理しなけ

4

ればならないごみの1

2

人1日当たりの排出量

2

（26年度876ｇ⇒27年度877ｇ）は県平均（26年度760
他市との ｇ⇒27年度761ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 26,843 27,711 28,497 29,049 合計 28,496,763 円
役務費 2,209,563 円

財
　
源

特定財源 1,847 2,477 2,209 2,368 委託料 26,287,200 円

一般財源 24,996 25,234 26,288 26,681

職員人件費　② 9,292 10,341 10,316 10,622

総事業費（①＋②） 36,135 38,052 38,813 39,671

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 資源売却収入

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

９

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

８

目
　
　
　
的

ペットボト

年

ルを分別収集処理し、

度

ごみの減量

主
た
る
内
容

評

　ペットボトルの収集

価

運搬及び中間処理
やリ

）

サイクルの推進を図る

刈

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

谷

谷市一般廃棄物処理基

市

本計画

根拠法令 廃棄物

事

の処理及び清掃に関す

務

る法律

対象者 市民 事業

事

期間 平成９年度 ～

実施

業

方法 ■直営　■委託　

評

□指定管理　□補助・

価

助成　□その他

シート （様式１）

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２６

計

年度実績 ２７年度実績

名

２８年度実績 ２９年度

担

計画

・月2回収集　　

当

・月2回収集　　 ・月

部

2回収集　　 ・月2回

産

収集
　　　　　　　　

業

　　　　 　　　　　　

環

　　　　　　 　　　　

境

　　　　　　　　 　　

部

　　　　　　　　　　

一

・収集量　264ｔ ・

般

収集量　273ｔ ・収

会

集量　268ｔ ・収集

計

量　270ｔ
　　 　　

ペ

　　 　　
・処理量　2

ッ

98ｔ（資源回収　・

ト

処理量　311ｔ（資

ボ

源回収　・処理量　3

ト

09ｔ（資源回収　・

ル

処理量　310ｔ（資

収

源回収　
　所・クリー

集

ンセンター直接 　所・

処

クリーンセンター直接

理

　所・クリーンセンタ

事

ー直接 　所・クリーン

業

センター直接
　搬入分

担

の34ｔを含む） 　搬

当

入分の38ｔを含む）

課

　搬入分の41ｔを含

ご

む） 　搬入分の40ｔ

み

を含む）

ごみの発生抑

減

制やペットボトルのリ

量

サイクルを推進し、ご

推

みの排出量を減少させ

進

るている。

成果

地域や

課

集合住宅管理者等と連

款

携を図り、ごみの適正

項

な分別排出の一層の促

目

進が求められる。

課題

担

指標名称（単位）
実績

当

値 目標値

２６年度 ２７

係

年度 ２８年度 ２９年度

減

３１年度

活動 収集量（



目

055
指標
成果 処理量

担

（ｔ） 1,104 1,

当

130 1,130 1,

係

096 1,070
指標

減

処理しなければならな

量

いごみの1人1日当た

・

りの排出量（26年度

収

876ｇ⇒27年度8

集

77ｇ）は県平均（2

係

6年度760
他市との

4

ｇ⇒27年度761ｇ

2

）を上回っており、一

2

層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 66,210 67,134 67,418 69,019 合計 67,417,673 円
役務費 20,692,939 円

財
　
源

特定財源 26,139 16,707 11,575 10,191 委託料 46,724,734 円

一般財源 40,071 50,427 55,843 58,828

職員人件費　② 1,408 1,567 1,563 1,517

総事業費（①＋②） 67,618 68,701 68,981 70,536

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 資源売却収入

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 都市環

平

境

基本施策 循環型社会

成

・環境保全
施策体系

施

２

策の内容 ごみ・し尿の

８

適正な処理

目
　
　
　
的

年

プラスチック製容器包

度

装を分別収集処理しご

評

主
た
る
内
容

　プラスチ

価

ック製容器包装の収集

）

運搬及び中
みの減量や

刈

リサイクルの推進を図

谷

る。 間処理

位
置
づ
け

関

市

連計画 刈谷市一般廃棄

事

物処理基本計画

根拠法

務

令 廃棄物の処理及び清

事

掃に関する法律

対象者

業

市民 事業期間 平成１３

評

年度 ～

実施方法 □直営

価

　■委託　□指定管理

シ

　□補助・助成　□そ

ー

の他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　

名

実
　
績

２６年度実績 ２

担

７年度実績 ２８年度実

当

績 ２９年度計画

・週1

部

回収集 ・週1回収集 ・

産

週1回収集 ・週1回収

業

集
　　　　　　　　　

環

　　　 　　　　　　　

境

　　　　　 　　　　　

部

　　　　　　　 　　　

一

　　　　　　　　　
・

般

収集量　1,088ｔ

会

・収集量　1,113

計

ｔ ・収集量　1,07

プ

5ｔ ・収集量　1,1

ラ

00ｔ
・処理量　1,

ス

104ｔ（資源回収・

チ

処理量　1,130ｔ

ッ

（資源回収・処理量　

ク

1,096ｔ（資源回

製

収・処理量　1,11

容

0ｔ（資源回収
　所直

器

接搬入分の16ｔを含

包

む 　所直接搬入分の1

装

8ｔを含む 　所直接搬

収

入分の21ｔを含む 　

集

所直接搬入分の10ｔ

処

を含む

ごみの発生抑制

理

やプラスチック製容器

事

包装のリサイクルを推

業

進し、可燃ごみへの排

担

出量を減少させている

当

。

成果

地域や集合住宅

課

管理者等と連携を図り

ご

、ごみの適正な分別排

み

出の一層の促進が求め

減

られる。

課題

指標名称

量

（単位）
実績値 目標値

推

２６年度 ２７年度 ２８

進

年度 ２９年度 ３１年度

課

活動 収集量（ｔ） 1,

款

088 1,113 1,

項

075 1,075 1,



2

300か所）を実施し

2

ている。
他市との 碧南市・高浜市では、拠点回収（約100～120か所）であり、知立市では、市による収集は行っていない。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,339 4,477 4,806 4,853 合計 4,806,000 円
委託料 4,806,000 円

財
　
源

特定財源 4,339 4,232 4,806 4,853

一般財源 0 245 0 0

職員人件費　② 1,408 1,567 1,563 1,517

総事業費（①＋②） 5,747 6,044 6,369 6,370

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 資源売却収入

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

９

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

可

８

燃ごみの減量及びリサ

年

イクルの推進を図る

主

度

た
る
内
容

　不燃（資源

評

）ごみステーションに

価

おける紙
類（新聞・雑

）

誌・段ボール）の分別

刈

収集

位
置
づ
け

関連計画

谷

刈谷市一般廃棄物処理

市

基本計画

根拠法令 廃棄

事

物の処理及び清掃に関

務

する法律

対象者 市民 事

事

業期間 平成２１年度 ～

業

実施方法 □直営　■委

評

託　□指定管理　□補

価

助・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２６年度実績 ２７年度

名

実績 ２８年度実績 ２９

担

年度計画

・クリーンカ

当

レンダー、ごみ ・クリ

部

ーンカレンダーの作　

産

・クリーンカレンダー

業

、ごみ ・クリーンカレ

環

ンダーの作　
　の分け

境

方・出し方ガイド　 　

部

成・全戸配布等による

一

周知 　の分け方・出し

般

方ガイド　 　成・全戸

会

配布等による周知
　ブ

計

ックの作成・全戸配布

紙

等 　啓発 　ブックの作

類

成・全戸配布等 　啓発

回

　による周知啓発 ・収

収

集量  626ｔ 　に

事

よる周知啓発 ・収集量

業

  625ｔ
・収集量

担

  692ｔ ・収集量

当

  557ｔ

ステーシ

課

ョン収集（約2,70

ご

0か所、月2回）によ

み

る、排出の利便性を高

減

め、可燃ごみに混入さ

量

れていた紙類の分別排

推

出を促

成果
進すること

進

に努めた。

可燃ごみと

課

しての排出を減少させ

款

るため、継続的に周知

項

啓発を進め、資源物の

目

分別排出の徹底を図る

担

ことが求められる。

課

当

題

指標名称（単位）
実

係

績値 目標値

２６年度 ２

減

７年度 ２８年度 ２９年

量

度 ３１年度

活動 収集量

・

（ｔ） 692 626 5

推

57 557 630
指標

進

 
指標

安城市では、本

係

市と同様に紙類のステ

4

ーション収集（約2,



量

ｇ⇒27年度761ｇ

・

）を上回っており、一

収

層のごみの発生抑制及

集

び適正な分別排出の促

係

進を図る必要がある。

4

比較検証

2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,397 1,567 1,629 2,112 合計 1,628,858 円
需用費 155,790 円

財
　
源

特定財源 1,397 1,567 1,629 2,112 役務費 186,140 円
委託料 1,286,928 円

一般財源 0 0 0 0

職員人件費　② 13,234 14,729 14,302 14,795

総事業費（①＋②） 14,631 16,296 15,931 16,907

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 粗大ごみ処理手数料

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

９

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

８

目
　
　
　
的

粗大ごみを

年

処理場へ直接搬入でき

度

ない市民に

主
た
る
内
容

評

　粗大ごみの戸別有料

価

収集の実施
対し、有料

）

で戸別収集を行い、ご

刈

みの減量・
適正排出及

谷

びリサイクルの推進を

市

図る。

位
置
づ
け

関連計

事

画 刈谷市一般廃棄物処

務

理基本計画

根拠法令 刈

事

谷市廃棄物の減量及び

業

適正処理に関する条例

評

対象者 市民 事業期間 平

価

成３年度 ～

実施方法 ■

シ

直営　■委託　□指定

ー

管理　□補助・助成　

ト

□その他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　

担

業
　
実
　
績

２６年度実

当

績 ２７年度実績 ２８年

部

度実績 ２９年度計画

・

産

週1回収集 ・週1回収

業

集 ・週1回収集 ・週1

環

回収集
・収集個数　2

境

,192個 ・収集個数

部

　2,218個 ・収集

一

個数　2,306個 ・

般

収集個数　2,240

会

個
・収集量　60ｔ ・

計

収集量　65ｔ ・収集

粗

量　63ｔ ・収集量　

大

65ｔ

・ごみの発生抑

ご

制を推進し、排出量を

み

減少させることができ

戸

た。

成果
・戸別収集の

別

受付を専用電話により

収

、土・日曜日も行うと

集

ともに、粗大ごみ処理

業

券をコンビニエンスス

務

トア等（28年度57

事

店舗）で販売し、市民

業

の利便性の向上を図っ

担

ている。

リサイクルシ

当

ョップやフリーマーケ

課

ットの活用などの啓発

ご

に努め、不用品の再使

み

用の促進が求められる

減

。

課題

指標名称（単位

量

）
実績値 目標値

２６年

推

度 ２７年度 ２８年度 ２

進

９年度 ３１年度

活動 収

課

集量（ｔ） 60 65 6

款

3 65 58
指標

 
指標

項

処理しなければならな

目

いごみの1人1日当た

担

りの排出量（26年度

当

880ｇ⇒27年度8

係

77ｇ）は県平均（2

減

6年度760
他市との



係

84 円
需用費 81,

資

000 円

財
　
源

特定

源

財源 8,804 8,4

・

01 10,358 11

管

,222 役務費 8,2

理

89,244 円
委託

係

料 2,492,640

4

 円

一般財源 0 459

2

505 0

職員人件費　

2

② 704 783 782 910

総事業費（①＋②） 9,508 9,643 11,645 12,132

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 資源売却収入

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　

年

Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ

度

　
事
　
業
　
概
　
要

総合

（

計画
分野 都市環境

基本

平

施策 循環型社会・環境

成

保全
施策体系

施策の内

２

容 ごみ・し尿の適正な

８

処理

目
　
　
　
的

資源の

年

回収拠点を北部地区に

度

常設することに

主
た
る

評

内
容

　不燃物埋立場に

価

おける資源の回収を指

）

導す
より、自己搬入の

刈

利便性を図る。 る。

位

谷

置
づ
け

関連計画 刈谷市

市

一般廃棄物処理基本計

事

画

根拠法令 廃棄物の処

務

理及び清掃に関する法

事

律

対象者 市民 事業期間

業

平成１３年度 ～

実施方

評

法 □直営　■委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２６年

名

度実績 ２７年度実績 ２

担

８年度実績 ２９年度計

当

画

・資源回収所回収量

部

・資源回収所回収量 ・

産

資源回収所回収量 ・資

業

源回収所回収量
　74

環

2ｔ 　759ｔ 　70

境

3 t 　750ｔ

再利

部

用可能な資源を回収し

一

市民のリサイクル意識

般

や自己搬入の利便性を

会

高めた。

成果

適正な分

計

別指導の促進を更に図

不

る。

課題

指標名称（単

燃

位）
実績値 目標値

２６

物

年度 ２７年度 ２８年度

埋

２９年度 ３１年度

成果

立

資源回収所回収量（t

場

） 742 759 703

資

800 900
指標

 
指

源

標
近隣市（安城市、知

回

立市など）においても

収

、資源ごみの拠点回収

指

を行っている。
他市と

導

の
比較検証

事業
担当課 ごみ減

Ｃ
　
事
　

量

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

推

千円
２６年度 ２７年度

進

２８年度 ２９年度 ２８

課

年度

（決算） （決算）

款

（決算） （予算） 事業

項

費内訳

事業費　① 8,

目

804 8,860 10

担

,863 11,222

当

合計 10,862,8



量

0 244 244 230

・

指標
成果 処理量（ｔ）

収

277 264 249 2

集

49 235
指標

処理し

係

なければならないごみ

4

の1人1日当たりの排

2

出量（26年度876

2

ｇ⇒27年度877ｇ）は県平均（26年度760
他市との ｇ⇒27年度761ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分別排出の促進を図る必要がある。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 7,251 7,301 7,111 7,118 合計 7,111,367 円
委託料 7,111,367 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 7,251 7,301 7,111 7,118

職員人件費　② 1,408 1,567 1,563 1,517

総事業費（①＋②） 8,659 8,868 8,674 8,635

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ

９

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 都市環境

基本施策

平

循環型社会・環境保全

成

施策体系
施策の内容 ご

２

み・し尿の適正な処理

８

目
　
　
　
的

紙製容器包

年

装を分別収集処理し、

度

ごみの減量

主
た
る
内
容

評

　紙製容器包装の収集

価

運搬及び中間処理
やリ

）

サイクルの推進を図る

刈

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

谷

谷市一般廃棄物処理基

市

本計画

根拠法令 廃棄物

事

の処理及び清掃に関す

務

る法律

対象者 市民 事業

事

期間 平成１６年度 ～

実

業

施方法 □直営　■委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

６年度実績 ２７年度実

名

績 ２８年度実績 ２９年

担

度計画

・月2回収集 ・

当

月2回収集 ・月2回収

部

集 ・月2回収集
 　　

産

　　　　　　　　　　

業

 　　　　　　　　　

環

　　　  　　　　　　

境

　　　　　　 　　　　

部

　　　　　　　　
・収

一

集量　274ｔ ・収集

般

量　260ｔ ・収集量

会

　244ｔ ・収集量　

計

259ｔ
 　  　  　

紙

 　
・処理量　277

製

ｔ（資源回収所・処理

容

量　264ｔ（資源回

器

収所・処理量　249

包

ｔ（資源回収所・処理

装

量　264ｔ（資源回

収

収所
　直接搬入の11

集

ｔを含み、誤 　直接搬

処

入の12ｔを含み、誤

理

　直接搬入の12ｔを

事

含み、誤 　直接搬入の

業

12ｔを含み、誤
　排

担

出の8ｔを除く） 　排

当

出の8ｔを除く） 　排

課

出の7ｔを除く） 　排

ご

出の7ｔを除く）

ごみ

み

の発生抑制や紙容器の

減

リサイクルを推進し、

量

可燃ごみへの排出量を

推

減少させている。

成果

進

地域や集合住宅管理者

課

等と連携を図り、ごみ

款

の適正な分別排出の一

項

層の促進が求められる

目

。

課題

指標名称（単位

担

）
実績値 目標値

２６年

当

度 ２７年度 ２８年度 ２

係

９年度 ３１年度

活動 収

減

集量（ｔ） 274 26



減

（予算） 事業費内訳

事

量

業費　① 2,038 1

・

,930 1,783 2

収

,500 合計 1,78

集

3,026 円
委託料

係

1,783,026 

4

円

財
　
源

特定財源 0 0

2

0 0

一般財源 2,03

2

8 1,930 1,783 2,500

職員人件費　② 1,408 1,567 760 760

総事業費（①＋②） 3,446 3,497 2,543 3,260

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２９

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 都市環境

基本施

平

策 循環型社会・環境保

成

全
施策体系

施策の内容

２

ごみ・し尿の適正な処

８

理

目
　
　
　
的

道路等の

年

公共用地における小動

度

物の死体回収

主
た
る
内

評

容

　小動物の死体回収

価

業務委託
を迅速かつ効

）

率的に行い、公衆衛生

刈

の保持及
び環境の美化

谷

を図る。

位
置
づ
け

関連

市

計画  

根拠法令 廃棄物

事

の処理及び清掃に関す

務

る法律

対象者 市民 事業

事

期間 平成１９年度 ～

実

業

施方法 □直営　■委託

評

　□指定管理　□補助

価

・助成　□その他

シート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

計

６年度実績 ２７年度実

名

績 ２８年度実績 ２９年

担

度計画

・回収件数　4

当

47件 ・回収件数　4

部

04件 ・回収件数　3

産

71件 　
　うち土・日

業

曜日、祝日及び 　うち

環

土・日曜日、祝日及び

境

　うち土・日曜日、祝

部

日及び 　
　年末の回収

一

件数79件 　年末の回

般

収件数91件 　年末の

会

回収件数66件 　
　
　

計

　　―――――――

市

犬

役所閉庁日である土・

猫

日曜日、祝日等にも回

等

収を行い、迅速な対応

死

が図られている。

成果

体

野良猫等の発生抑制が

回

求められる。

課題

指標

収

名称（単位）
実績値 目

業

標値

２６年度 ２７年度

務

２８年度 ２９年度 ３１

委

年度

活動 回収件数（件

託

） 447 404 371

事

500 500
指標

 
指

業

標
安城市、知立市など

担

においても、同様の回

当

収業務を業者委託して

課

いる。
他市との
比較検

ご

証

み減量推進課

款 項

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

目

ス
　
ト

単位：千円
２６

担

年度 ２７年度 ２８年度

当

２９年度 ２８年度

（決

係

算） （決算） （決算）



集

4,500枚 ・紙製（

係

大）　  155,0

4

00枚 ・紙製（大）　

2

  165,000枚

2

・紙製（大）　   70,000枚
・紙製（小）　 　62,500枚 ・紙製（小）　 　55,000枚 ・紙製（小）　 　55,000枚 ・紙製（小）　 　 3,000枚
                                                                                                        
　合　計  　　11,193,000枚 　合　計  　　10,177,500枚 　合　計  　　12,860,000枚 　合　計  　　8,683,000枚

ごみの発生抑制及び分別排出の促進により、指定袋の作製数を削減させることができた。

成果

一層の指定袋の円滑な流通と適正な在庫管理が求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

活動 作成数合計（枚） 11,193,000 10,177,500 12,860,000 8,683,000 9,000,000
指標
成果 販売数合計（枚） 9,719,000 10,177,500 12,860,000 8,683,000 9,000,000
指標

処理しなければならないごみの1人1日当たりの排出量（26年度876ｇ⇒27年度877ｇ）は県平均（26年度760
他市との ｇ⇒27年度761ｇ）を上回っており、一層のごみの発生抑制及び適正な分

Ｄ

別排出の促進を図る必

　

要がある。
比較検証

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

　

ト

単位：千円
２６年度

　

２７年度 ２８年度 ２９

施

年度 ２８年度

（決算）

　

（決算） （決算） （予

　

算） 事業費内訳

事業費

∨

　① 93,512 93,830 109,623 80,369 合計 109,622,900 円
需用費 109,593,000 円

財
　
源

特定財源 74,833 93,830 94,119 80,324 役務費 29,900 円

一般財源 18,679 0 15,504 45

職員人件費　② 1,408 1,567 1,141 1,141

総事業費（①＋②） 94,920 95,397 110,764 81,510

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 可燃ごみ指定袋売却収入

３０年度以降の事業費見込 0

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ

９

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 都

（

市環境

基本施策 循環型

平

社会・環境保全
施策体

成

系
施策の内容 ごみ・し

２

尿の適正な処理

目
　
　

８

　
的

可燃ごみ等の指定

年

袋を作製し、ごみの減

度

量・

主
た
る
内
容

　可燃

評

ごみ、プラスチック製

価

容器包装及び紙
分別排

）

出及びリサイクルの推

刈

進を図る。 製容器包装

谷

の指定袋を作製

位
置
づ

市

け

関連計画 刈谷市一般

事

廃棄物処理基本計画

根

務

拠法令 刈谷市可燃ごみ

事

等指定袋制度要領　　

業

　　　　　　　　　　

評

　　　　　　　　　　

価

　　　

対象者 市民 事業

シ

期間 平成１１年度 ～

実

ー

施方法 ■直営　□委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

６年度実績 ２７年度実

産

績 ２８年度実績 ２９年

業

度計画

＜作製数＞ ＜作

環

製数＞ ＜作製数＞ ＜作

境

製数＞
・可燃（大）　

部

7,220,500枚

一

・可燃（大）　6,3

般

67,500枚 ・可燃

会

（大）　8,740,

計

000枚 ・可燃（大）

ご

　6,150,000

み

枚
・可燃（小）  1

指

,618,000枚 ・

定

可燃（小）  1,5

袋

45,000枚 ・可燃

購

（小）  1,505

入

,000枚 ・可燃（小

事

）  1,340,0

業

00枚
・可燃（極小）

担

　343,000枚 ・

当

可燃（極小）　340

課

,000枚 ・可燃（極

ご

小）　470,000

み

枚 ・可燃（極小）　 

減

70,000枚
・プラ

量

（大）　1,483,

推

500枚 ・プラ（大）

進

　1,395,000

課

枚 ・プラ（大）　1,

款

540,000枚 ・プ

項

ラ（大）　  930

目

,000枚
・プラ（小

担

）　　301,000

当

枚 ・プラ（小）　　3

係

20,000枚 ・プラ

減

（小）　　385,0

量

00枚 ・プラ（小）　

・

　120,000枚
・

収

紙製（大）　  16



係

,798,405 円

4

委託料 9,675,9

2

49 円

財
　
源

特定財

2

源 0 0 0 0 負担金、補助及び
交付金 122,456 円

一般財源 9,208 9,501 9,798 11,480

職員人件費　② 704 783 760 684

総事業費（①＋②） 9,912 10,284 10,558 12,164

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

９

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

８

的

水銀等有害物質を含

年

む廃棄物を適正に処理

度

し

主
た
る
内
容

　水銀な

評

ど有害ごみ（使用済み

価

乾電池、蛍光
、良好な

）

環境の保全を図る。 管

刈

）を適正処理及び資源

谷

化する。

位
置
づ
け

関連

市

計画 刈谷市一般廃棄物

事

処理基本計画

根拠法令

務

廃棄物の処理及び清掃

事

に関する法律

対象者 市

業

民 事業期間 昭和５９年

評

度 ～

実施方法 □直営　

価

■委託　□指定管理　

シ

□補助・助成　□その

ー

他

ト （様式１）

会計

Ｂ
　
事
　
業
　
実

名

　
績

２６年度実績 ２７

担

年度実績 ２８年度実績

当

２９年度計画

・使用済

部

み乾電池　　37ｔ ・

産

使用済み乾電池　　3

業

8ｔ ・使用済み乾電池

環

　　38ｔ ・使用済み

境

乾電池　　37ｔ
・使

部

用済み蛍光管　　18

一

ｔ ・使用済み蛍光管　

般

　21ｔ ・使用済み蛍

会

光管　　21ｔ ・使用

計

済み蛍光管　　18ｔ

有

水銀を含む有害な廃棄

害

物を適正に処理し、環

ご

境に悪影響を及ぼさな

み

いようにした。

成果

課

処

題

指標名称（単位）
実

理

績値 目標値

２６年度 ２

事

７年度 ２８年度 ２９年

業

度 ３１年度

指標

指標
近

担

隣市（安城市、知立市

当

など）においても同様

課

の有害ごみの収集を行

ご

っている。
他市との
比

み

較検証

減量推進課

款 項 目

Ｃ
　
事
　
業
　

担

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

当

２６年度 ２７年度 ２８

係

年度 ２９年度 ２８年度

資

（決算） （決算） （決

源

算） （予算） 事業費内

・

訳

事業費　① 9,20

管

8 9,501 9,79

理

8 11,480 合計 9



4

0 0 0 0 役務費 292

2

,570 円
委託料 3

2

,115,475 円

一般財源 3,774 4,083 3,485 6,721

職員人件費　② 1,056 1,097 1,065 1,065

総事業費（①＋②） 4,830 5,180 4,550 7,786

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

９

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 都市環

（

境

基本施策 循環型社会

平

・環境保全
施策体系

施

成

策の内容 ごみ・し尿の

２

適正な処理

目
　
　
　
的

８

不法投棄等で回収した

年

廃棄物の処分

主
た
る
内

度

容

　不法投棄に係るタ

評

イヤ等の処理

位
置
づ
け

価

関連計画 刈谷市一般廃

）

棄物処理基本計画

根拠

刈

法令 廃棄物の処理及び

谷

清掃に関する法律

対象

市

者 市民 事業期間 ～

実施

事

方法 □直営　■委託　

務

□指定管理　□補助・

事

助成　□その他

業評価シート （様

Ｂ

式

　
事
　
業
　
実
　
績

２６

１

年度実績 ２７年度実績

）

２８年度実績 ２９年度

会

計画

・タイヤ  　　

計

 　   280本 ・

名

タイヤ  　　 　 

担

  145本 ・タイヤ

当

  　　 　   1

部

53本 ・タイヤ　　　

産

　　　150本
・消火

業

器　　　 　　　 0

環

本 ・消火器　　　　 

境

　　51本 ・消火器　

部

　　　 　　31本 ・

一

消火器　　　　　　 

般

35本
・ライター　　

会

　   2.75ｔ ・

計

ライター　 　　  

廃

1.96ｔ ・ライター

棄

　 　　 2.62ｔ

物

・ライター　　　　　

処

4.0ｔ

適正に処理を

理

行った。

成果

　

課題

指

事

標名称（単位）
実績値

業

目標値

２６年度 ２７年

担

度 ２８年度 ２９年度 ３

当

１年度

指標
 

指標

他市

課

との
比較検証

ごみ減量推進課

款

Ｃ
　
事

項

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

目

：千円
２６年度 ２７年

担

度 ２８年度 ２９年度 ２

当

８年度

（決算） （決算

係

） （決算） （予算） 事

資

業費内訳

事業費　① 3

源

,774 4,083 3

・

,485 6,721 合

管

計 3,484,725

理

 円
需用費 76,68

係

0 円

財
　
源

特定財源



2

算） （予算） 事業費内

2

訳

事業費　① 34,156 30,731 32,521 44,892 合計 32,521,213 円
需用費 14,395,999 円

財
　
源

特定財源 156 257 91 241 役務費 851,857 円
委託料 16,783,092 円

一般財源 34,000 30,474 32,430 44,651 使用料及び賃借料 14,545 円
原材料費 377,320 円

職員人件費　② 3,520 3,917 5,861 13,278 公課費 98,400 円

総事業費（①＋②） 37,676 34,648 38,382 58,170

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 ごみ埋立処分手数料

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

９

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

不

８

燃物埋立場の業務管理

年

を適正に行い、埋立

主

度

た
る
内
容

　浸出液処理

評

施設を始めとする不燃

価

物埋立場
場の延命化を

）

図る。 の施設全般の運

刈

転維持管理及び随時の

谷

覆土に
よる埋立整備

位

市

置
づ
け

関連計画 刈谷市

事

一般廃棄物処理基本計

務

画

根拠法令 廃棄物の処

事

理及び清掃に関する法

業

律

対象者 対象者を限定

評

せず 事業期間 昭和４７

価

年度 ～

実施方法 ■直営

シ

　■委託　□指定管理

ー

　□補助・助成　□そ

ト

の他

（様式１）

会計名

Ｂ
　
事
　
業
　

担

実
　
績

２６年度実績 ２

当

７年度実績 ２８年度実

部

績 ２９年度計画

・不燃

産

ごみ（埋立処理分） ・

業

不燃ごみ（埋立処理分

環

） ・不燃ごみ（埋立処

境

理分） ・不燃ごみ（埋

部

立処分分）
　1,20

一

2ｔ 　799ｔ 　74

般

0ｔ 　740ｔ

第1不

会

燃物埋立場については

計

埋立終了届を愛知県に

施

提出した。また、ごみ

設

分別の徹底を図り、第

管

2不燃物埋立場の延命

理

に努

成果
めた。

第2不

事

燃物埋立場の能力を維

業

持するため、適正に管

担

理し更なる延命に努め

当

ていく。

課題

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

ご

２６年度 ２７年度 ２８

み

年度 ２９年度 ３１年度

減

指標
 

指標
近隣市（安

量

城市、知立市など）に

推

おいても同様の一般廃

進

棄物最終処分場を整備

課

している。
他市との
比

款

較検証

項 目 担当係 資源・

Ｃ
　
事
　
業
　

管

コ
　
ス
　
ト

単位：千円

理

２６年度 ２７年度 ２８

係

年度 ２９年度 ２８年度

4

（決算） （決算） （決



2

繕 ・制御盤修繕 　ート

2

修繕
不燃物埋立場浸出液処理施設の計画的な修繕を実施し、機器及び設備修繕により施設の処理能力の維持に努めた。

成果

施設の老朽化に伴い修繕箇所、修繕の頻度ともに増加傾向にある。第1不燃物埋立場は廃止に向けて現在の状態を維持し

つつ、廃止を見据えた修繕計画により修繕費の削減を図る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

 
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 16,995 29,936 30,580 30,000 合計 30,580,264 円
需用費 30,580,264 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 16,995 29,936 30,580 30,000

職員人件費　② 1,408 1,567 3,282 3,187

総事業費（①＋②） 18,403 31,503 33,862 33,187

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

９

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

放

８

流水の水質確保に欠か

年

せない不燃物埋立場

主

度

た
る
内
容

　第1及び第

評

2不燃物埋立場浸出液

価

処理施設の
浸出液処理

）

施設の計画的な修繕を

刈

実施し、施 各種ポンプ

谷

等設備の取替え及び修

市

繕を実施す
設の処理能

事

力を維持する。 る。

位

務

置
づ
け

関連計画 刈谷市

事

一般廃棄物処理基本計

業

画

根拠法令 廃棄物の処

評

理及び清掃に関する法

価

律

対象者 対象者を限定

シ

せず 事業期間 昭和４８

ー

年度 ～

実施方法 □直営

ト

　■委託　□指定管理

（

　□補助・助成　□そ

様

の他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　

部

実
　
績

２６年度実績 ２

産

７年度実績 ２８年度実

業

績 ２９年度計画

・活性

環

炭吸着塔点検修繕 ・活

境

性炭吸着塔点検修繕 ・

部

活性炭吸着塔点検修繕

一

・第1不燃物埋立場浸

般

出液処理
・曝気攪拌ブ

会

ロワ点検修繕 ・曝気攪

計

拌ブロワ点検修繕 ・曝

施

気攪拌ブロワ点検修繕

設

　施設修繕
・生物汚泥

補

引抜きポンプ修繕 ・有

修

機汚濁モニター修繕 ・

事

砂ろ過器点検整備 ・第

業

2不燃物埋立場浸出液

担

処理
・ろ過ポンプ配管

当

等修繕 ・砂ろ過器点検

課

整備 ・制御盤修繕 　施

ご

設修繕
・混和槽撹拌機

み

取替修繕 ・苛性ソーダ

減

注入ポンプ修繕 ・沈殿

量

槽配管修繕 ・第1不燃

推

物埋立場減容機修繕
・

進

砂ろ過器点検整備 ・水

課

槽内部装置点検修繕 ・

款

酸化槽散気管取替修繕

項

・ペットボトル置き場

目

ネット
・有機汚濁モニ

担

ター点検整備 ・塩化第

当

二鉄注入ポンプタン ・

係

プラ減容機ゲート部修

資

繕 　取替修繕
・原水計

源

量槽取替修繕 　ク取替

・

修繕 ・梱包機修繕
・原

管

水槽水位計取替修繕 ・

理

天蓋取替修繕 ・第2不

係

燃物埋立場壁面遮光シ

4

・処理水ポンプ取替修



係

　　　　　　 60ｔ

4

・小型家電　　　　　

2

　 60ｔ
　合計　　

2

　　　　　918ｔ 　合計　　　　　　　782ｔ 　合計　　　　　　　735ｔ 　合計　　　　　　　725ｔ

埋立ごみの削減と適正な分別を実施し、埋立場の延命に寄与した。

成果

埋立ごみをさらに減らすための分別方法の検討

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３１年度

成果 不燃ごみ分別量 608 500 472 585 555
指標 （埋立ごみ以外のもの）（ｔ）

指標
本事業は刈谷市独自の事業である。

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ２８年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 31,547 31,547 33,221 33,337 合計 33,220,800 円
委託料 33,220,800 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 31,547 31,547 33,221 33,337

職員人件費　② 704 783 782 531

総事業費（①＋②） 32,251 32,330 34,003 33,868

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

９

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

８

的

埋立場へ搬入される

年

一般家庭から出る不燃

度

ご

主
た
る
内
容

  各家

評

庭から収集した不燃ご

価

みを埋立場で手
みを場

）

内で適正に分別して、

刈

埋立ごみを減量 選別に

谷

より、金属等リサイク

市

ルするものと可
し、埋

事

立場の延命を図る。 燃

務

ごみ、埋立ごみ等に分

事

別し、適正に処理す
る

業

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

評

谷市一般廃棄物処理基

価

本計画

根拠法令 廃棄物

シ

の処理及び清掃に関す

ー

る法律

対象者 市民 事業

ト

期間 平成１７年度 ～

実

（

施方法 □直営　■委託

様

　□指定管理　□補助

式

・助成　□その他

１）

会計名 担当部 産

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

業

６年度実績 ２７年度実

環

績 ２８年度実績 ２９年

境

度計画

・埋立ごみ　　

部

　　　　310ｔ・埋

一

立ごみ　　　　　　2

般

82ｔ・埋立ごみ　　

会

　　　　263ｔ・埋

計

立ごみ　　　　　　2

埋

60ｔ
・空き缶・金属

立

類　  　130ｔ・

ご

空き缶・金属類　  

み

　134ｔ・空き缶・

分

金属類　  　138

別

ｔ・空き缶・金属類　

事

  　130ｔ
・破砕

業

対象物　　　　 　2

担

6ｔ・破砕対象物　　

当

　　 　23ｔ・破砕

課

対象物　　　　 　1

ご

6ｔ・破砕対象物　　

み

　　 　15ｔ
・可燃

減

物　　　　　　　17

量

8ｔ・可燃物　　　　

推

　　　185ｔ・可燃

進

物　　　　　　　17

課

4ｔ・可燃物　　　　

款

　　　180ｔ
・硬質

項

プラスチック    

目

151ｔ・硬質プラス

担

チック     91

当

ｔ・硬質プラスチック

係

     84ｔ・硬

資

質プラスチック   

源

  80ｔ
・小型家電

・

　　　　　　123ｔ

管

・小型家電　　　　　

理

　 68ｔ・小型家電



2

２８年度 ２９年度 ２８

3

年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 223,998 223,948 220,376 237,181 合計 220,375,754 円
需用費 22,193,085 円

財
　
源

特定財源 12,361 11,232 11,095 11,255 役務費 102,471 円
委託料 193,224,781 円

一般財源 211,637 212,716 209,281 225,926 使用料及び賃借料
4,855,417 円

職員人件費　② 704 783 782 759

総事業費（①＋②） 224,702 224,731 221,158 237,940

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 し尿処理手数料

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

９

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

環

８

境センターの業務管理

年

を適正に行い、し尿

主

度

た
る
内
容

　環境センタ

評

ーの管理業務の充実及

価

び効率化
及び浄化槽汚

）

泥処理の効率化を図る

刈

。

位
置
づ
け

関連計画 刈

谷

谷市一般廃棄物処理基

市

本計画

根拠法令 廃棄物

事

の処理及び清掃に関す

務

る法律

対象者 対象者を

事

限定せず 事業期間 平成

業

１６年度 ～

実施方法 □

評

直営　■委託　□指定

価

管理　□補助・助成　

シ

□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　

計

業
　
実
　
績

２６年度実

名

績 ２７年度実績 ２８年

担

度実績 ２９年度計画

・

当

し尿　　　　　 1,

部

268kl ・し尿　　

産

　　　 1,182k

業

l ・し尿　　　　　 

環

1,118kl ・し尿

境

　　　　　 1,10

部

0kl
・浄化槽汚泥　

一

　21,400kl ・

般

浄化槽汚泥　　22,

会

125kl ・浄化槽汚

計

泥　　21,672k

施

l ・浄化槽汚泥　　2

設

0,670kl

環境セ

管

ンターの業務管理を適

理

正に行い、し尿及び浄

事

化槽汚泥処理を行った

業

。

成果

環境センターの

担

省エネ診断結果を今後

当

のセンターの省エネ管

課

理に生かしていく。

課

ご

題

指標名称（単位）
実

み

績値 目標値

２６年度 ２

減

７年度 ２８年度 ２９年

量

度 ３１年度

指標

指標
近

推

隣市（安城市、知立市

進

など）においても市単

課

独または一部事務組合

款

にて同様のし尿処理場

項

を整備している
他市と

目

の
比較検証

担当係 資源・管理

Ｃ
　
事
　

係

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

4

千円
２６年度 ２７年度



係

財源 0 0 0 0

一般財源

4

43,412 43,2

2

98 43,612 43

3

,712

職員人件費　② 704 783 938 986

総事業費（①＋②） 44,116 44,081 44,550 44,698

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

９

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

８

的

くみ取り対象世帯か

年

らのし尿収集業務を行

度

い

主
た
る
内
容

　くみ取

評

り対象世帯からし尿を

価

収集し、適切
、公衆衛

）

生の向上を図る。 に処

刈

理する。

位
置
づ
け

関連

谷

計画 刈谷市一般廃棄物

市

処理基本計画

根拠法令

事

廃棄物の処理及び清掃

務

に関する法律

対象者 市

事

民 事業期間 昭和２８年

業

度 ～

実施方法 □直営　

評

■委託　□指定管理　

価

□補助・助成　□その

シ

他

ート （様式１）

会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２６年度実績 ２７

名

年度実績 ２８年度実績

担

２９年度計画

・し尿く

当

み取り量 ・し尿くみ取

部

り量 ・し尿くみ取り量

産

・し尿くみ取り量
　1

業

,268kl 　1,1

環

82kl 　1,118

境

kl 　1,100kl

部

くみ取り対象世帯から

一

し尿を適切に収集した

般

。　

成果

し尿等の処理

会

量は年々減少しており

計

、今後、収集体系の見

し

直しが必要である。

課

尿

題

指標名称（単位）
実

収

績値 目標値

２６年度 ２

集

７年度 ２８年度 ２９年

処

度 ３１年度

指標
 

指標

理

近隣市（安城市、知立

事

市など）においても同

業

様の事業を行っている

担

。
他市との
比較検証

当課 ごみ減量推進課

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

款

ト

単位：千円
２６年度

項

２７年度 ２８年度 ２９

目

年度 ２８年度

（決算）

担

（決算） （決算） （予

当

算） 事業費内訳

事業費

係

　① 43,412 43

資

,298 43,612

源

43,712 合計 43

・

,612,492 円

管

委託料 43,612,

理

492 円

財
　
源

特定
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費 1,732,878

4

 円

財
　
源

特定財源 245 90 21 30 役務費 452,759 円
委託料 1,393,854 円

一般財源 3,914 3,290 3,558 4,585

職員人件費　② 704 783 837 1,217

総事業費（①＋②） 4,863 4,163 4,416 5,832

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0 行政財産目的外使用料

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

９

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

清

８

掃センターの施設管理

年

の効率化を図る。

主
た

度

る
内
容

　清掃センター

評

の施設管理の効率化、

価

高度化

位
置
づ
け

関連計

）

画 刈谷市一般廃棄物処

刈

理基本計画

根拠法令 廃

谷

棄物の処理及び清掃に

市

関する法律

対象者 対象

事

者を限定せず 事業期間

務

昭和５１年度 ～

実施方

事

法 ■直営　■委託　□

業

指定管理　□補助・助

評

成　□その他

価シート （様式１

Ｂ
　

）

事
　
業
　
実
　
績

２６年

会

度実績 ２７年度実績 ２

計

８年度実績 ２９年度計

名

画

・消防設備保守管理

担

委託 ・消防設備保守管

当

理委託 ・消防設備保守

部

管理委託 ・消防設備保

産

守管理委託
・樹木管理

業

委託 ・樹木管理委託 ・

環

樹木管理委託 ・樹木管

境

理委託
・建物清掃委託

部

・建物清掃委託 ・建物

一

清掃委託 ・建物清掃委

般

託
・空調設備保守管理

会

委託 ・空調設備保守管

計

理委託 ・空調設備保守

施

管理委託 ・空調設備保

設

守管理委託

施設の効率

管

的な管理に努め、管理

理

費の縮減に努めた。

成

事

果

施設管理の更なる効

業

率化に努める必要があ

担

る。

課題

指標名称（単

当

位）
実績値 目標値

２６

課

年度 ２７年度 ２８年度

ご

２９年度 ３１年度

指標

み

 
指標

　
他市との
比較

減

検証

量推進課

款 項 目 担

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

当

　
ス
　
ト

単位：千円
２

係

６年度 ２７年度 ２８年

資

度 ２９年度 ２８年度

（

源

決算） （決算） （決算

・

） （予算） 事業費内訳

管

事業費　① 4,159

理

3,380 3,579

係

4,615 合計 3,5

4

79,491 円
需用



係

,598 円

財
　
源

特

4

定財源 0 0 0 0 備品購

2

入費 28,303,6

2

96 円

一般財源 32,363 15,526 28,358 25,551

職員人件費　② 352 392 391 379

総事業費（①＋②） 32,715 15,918 28,749 25,930

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　

９

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 都市

（

環境

基本施策 循環型社

平

会・環境保全
施策体系

成

施策の内容 ごみ・し尿

２

の適正な処理

目
　
　
　

８

的

老朽化した公用車を

年

更新する。

主
た
る
内
容

度

　業務の安全性及び円

評

滑化を図るため、不燃

価

物埋立場に油圧ショベ

）

ル1台、ダイナ2t1

刈

台を
購入し、また、ご

谷

み収集車（日野デュト

市

ロ 2t
 ハイブリッ

事

ドディーゼル車）を更

務

新した。

位
置
づ
け

関連

事

計画

根拠法令

対象者 市

業

職員 事業期間 ～

実施方

評

法 ■直営　□委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２６年

名

度実績 ２７年度実績 ２

担

８年度実績 ２９年度計

当

画

・塵芥車　　　　1

部

台 ・塵芥車　　　　　

産

1台 ・塵芥車　　　　

業

　1台 ・塵芥車　　　

環

　　　　1台
・トラッ

境

ク　　　1台 ・トラッ

部

ク　　　　1台 ・トラ

一

ック　　　　1台 ・ト

般

ラクターショベル　1

会

台
・ブルドーザー　1

計

台 ・フォークリフト　

自

1台 ・油圧ショベル　

動

　1台

必要車両を購入

車

した。

成果

購入後10

購

年経過、走行距離10

入

万km以上の車両を順

等

次更新する。

課題

指標

事

名称（単位）
実績値 目

業

標値

２６年度 ２７年度

担

２８年度 ２９年度 ３１

当

年度

指標

指標

他市との

課

比較検証

ごみ減量推進課

款

Ｃ
　
事
　
業

項

　
コ
　
ス
　
ト

単位：千

目

円
２６年度 ２７年度 ２

担

８年度 ２９年度 ２８年

当

度

（決算） （決算） （

係

決算） （予算） 事業費

資

内訳

事業費　① 32,

源

363 15,526 2

・

8,358 25,55

管

1 合計 28,358,

理

294 円
役務費 54
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 円

財
　
源

特定財源 0

2

0 0 0 備品購入費 21,556,800 円

一般財源 21,114 307 106,748 30,800

職員人件費　② 2,112 2,350 4,689 4,552

総事業費（①＋②） 23,226 2,657 111,437 35,352

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２８年度特定財源名称

２８年度までの累積事業費 0

３０年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成２

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

９

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 都市環境

（

基本施策 循環型社会・

平

環境保全
施策体系

施策

成

の内容 ごみ・し尿の適

２

正な処理

目
　
　
　
的

不

８

燃物埋立場で使用する

年

設備の維持・管理を

主

度

た
る
内
容

　不燃物埋立

評

場内で使用する設備の

価

維持管理
行い、不燃物

）

埋立場の業務を適正に

刈

遂行でき 及び更新。
る

谷

状態を維持する。

位
置

市

づ
け

関連計画

根拠法令

事

対象者 事業期間 ～

実施

務

方法 ■直営　□委託　

事

□指定管理　□補助・

業

助成　□その他

評価シート （様式

Ｂ

１

　
事
　
業
　
実
　
績

２６

）

年度実績 ２７年度実績

会

２８年度実績 ２９年度

計

計画

・プラスチック製

名

容器包装選 ・減容施設

担

詰所設備整備 ・PET

当

ボトル用減容機更新 ・

部

トラックスケール設置

産

　別・減容機交換 ・第

業

1不燃物埋立場施設整

環

備 ・プラスチック減容

境

機用コン
・トラックス

部

ケール更新 　ベア更新

一

・PETボトル減容機

般

施設荷捌き
　場用テン

会

ト設置

PETボトル用

計

減容機を更新した。ま

施

た、第1不燃物埋立場

設

の廃止に向けた施設整

整

備を行った。

成果

不燃

備

物埋立場の設備を計画

事

的に更新する。

課題

指

業

標名称（単位）
実績値

担

目標値

２６年度 ２７年

当

度 ２８年度 ２９年度 ３

課

１年度

指標

指標

他市と

ご

の
比較検証

み減量推進課

款 項

Ｃ
　
事
　

目

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

担

千円
２６年度 ２７年度

当

２８年度 ２９年度 ２８

係

年度

（決算） （決算）

資

（決算） （予算） 事業

源

費内訳

事業費　① 21

・

,114 307 106

管

,748 30,800

理

合計 106,748,

係

280 円
工事請負費

4

85,191,480
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